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気象業務法及び国土交通省設置法の一部を改正する法律案について 

 
 
１．法律案の趣旨 

重大な災害が発生した場合における国民の安全の確保を図るため、気象庁は、重大な

災害の起こるおそれが著しく大きい場合に特別警報を行うこととするとともに、気象観

測、予報等を行う体制強化に資するよう海洋気象台を管区気象台等に統合する等の措置

を講ずる。 
 
２．法律案の概要 
（１）気象業務法の一部改正 
① 特別警報の実施 

気象庁は、重大な災害の起こるおそれが著しく大きい場合には、その旨を示して、

気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る。）、津波、高

潮及び波浪についての警報（以下「特別警報」という。）をしなければならないこと

とする。 
また、気象庁は、特別警報を行うに当たっての基準を、関係都道府県知事の意見を

聴いて定め、公表しなければならないこととする。 
② 特別警報の伝達 

気象庁から特別警報の通知を受けた都道府県の機関は、直ちに関係市町村長に通知

しなければならないこととするとともに、通知を受けた市町村長は、直ちに公衆等に

周知させる措置をとらなければならないこととする。 
  ③ 津波予報業務の許可基準の変更 

気象庁以外の者が津波の予報業務を行う場合の許可基準を変更し、津波の予想を国

土交通省令で定める技術上の基準に適合した方法により行うこととする。 
（２）国土交通省設置法の一部改正 
     海洋気象台を管区気象台等に統合し、海洋気象台を廃止することとする。 
 
３．閣議決定日 

平成 25年３月８日（金） 
 
 
 

問い合わせ先：気象庁総務部企画課     
03-3212-8341（内線 2233） 


